
   藤枝市中小企業者等熱中症対策事業費補助金交付要綱  

（趣旨）  

第１条  市長は、中小企業者等の熱中症対策を図るために、熱中症対策を行う中

小企業者等に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交

付に関しては、藤枝市補助金等交付規則（平成 17 年藤枝市規則第２号）及び

この要綱の定めるところによる。  

 （定義）  

第２条  この要綱において、「中小企業者等」とは、市内に本社、本店又は主た

る事業所を有する者のうち、次の各号に掲げるものをいう。  

⑴ 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条に規定する会社及び個

人  

 ⑵  中小企業等協同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）第３条に規定する中小

企業等協同組合  

 ⑶  中小企業団体の組織に関する法律（昭和 32 年法律第 185 号）第３条第１

項第７号に規定する協業組合  

 （補助対象者）  

第３条  補助金の交付の対象となる者は、中小企業者等とする。ただし、統計法

（平成 19 年法律第 53 号）の規定に基づき、統計基準として定められた日本標

準産業分類の中分類に規定する農業を個人で行うものは除く。  

２ 前項の規定にかかわらず、過去にこの要綱の規定に基づく補助金の交付を受

けた者は、当該交付を受けた年度の次の年度は、補助の対象としない。  

 （補助対象経費及び補助額）  

第４条  補助対象経費及び補助額は、別表に定める。  

２ 前項の規定にかかわらず、他の補助金等の交付の対象となった経費は、補助

の対象経費としない。  

３ この要綱による補助金の交付は、１年度につき１回限りとする。  

（補助金の交付申請）  

第５条  補助金の交付を受けようとする者は事業に着手する１４日前までに、次

に掲げる書類を添えて補助金交付申請書（第１号様式）を提出しなければなら

ない。  

 ⑴  事業計画書（第２号様式）  

 ⑵  収支予算書（第３号様式）  



 ⑶  支出見込を確認できる書類の写し  

 ⑷  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

（交付決定）  

第６条  市長は、補助金の交付申請があった場合は、その内容を審査し、補助金

の交付を決定したときは、補助金交付決定通知書（第４号様式）により通知す

る。  

 （交付の条件）  

第７条  交付の決定に際しては、次に掲げる事項を条件とする。  

 ⑴  補助事業の内容を変更しようとする場合には、あらかじめ市長の承認を得

なければならないこと。ただし、補助額対象経費の総額２０パーセント以内

の変更については、この限りでない。  

 ⑵  事業を中止し、又は廃止しようとする場合には、あらかじめ市長の承認を  

得なければならないこと。  

 ⑶  補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了

後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な

運営を図らなければならないこと。  

 ⑷  補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこ

れらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後、５年間保管しなけ

ればならないこと。  

 ⑸  補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難と

なった場合は、速やかに市長に報告して、その指示を受けなければならない

こと。  

 （変更承認）  

第８条  補助事業者は、補助事業の変更承認を受けようとするときは、次に掲げ  

る書類を添えて変更承認申請書（第５号様式）を、市長に提出しなければなら  

ない。  

 ⑴  変更事業計画書（第２号様式）  

 ⑵  変更収支予算書（第３号様式）  

 ⑶  支出見込を確認できる書類の写し  

 ⑷  前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

２ 市長は、補助事業の変更承認申請があった場合は、内容を審査し、変更の承  

認をするときは、変更承認書（第６号様式）により通知するものとする。  



 （実績報告）  

第９条  補助事業者は、補助事業を完了したときは、補助対象事業を完了した日

から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付決定のあった日の属する

年度の翌年度の４月１０日までのいずれか早い日までに実績報告書（第７号様

式）に次に掲げる書類を添えて市長に報告しなければならない。  

 ⑴  実施報告書（第８号様式）  

 ⑵  収支決算書（第３号様式）  

 ⑶  支出を証する書類の写し  

 ⑷  前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

 （補助金額の確定）  

第１０条  市長は、前条の報告を受けた場合においては、その報告書に係る補助

事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するも

のであるかどうかを審査し、必要に応じ現地調査し、適合すると認めたときは、

補助金交付確定通知書（第９号様式）により通知するものとする。  

 （請求）  

第１１条  補助事業者は、前条の通知を受領した日から起算して１４日を経過し

た日までに請求書（第１０号様式）を提出しなければならない。  

 （その他）  

第１２条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。  

附 則   

この告示は、令和８年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第４条関係）  

補助対象経費  補助率・額  補助限度額  

熱 中 症 対 策 に 寄 与 す る

ファン付き作業服、冷却

機能作業服、空調服、冷

却ベルト、ファン付ヘル

メット、防暑タレの物品

購入に係る経費（消費税

及 び 地 方 消 費 税 を 除

く。）であって市内の業

者 と の 契 約 に 係 る も の

に限る。  

補 助 対 象 経 費 の ３ 分 の

１以内の額  

５万円  

 


